
新
型
コ
ロ
ナ
危
機
に
よ
る
景
気
後
退
に
対
応
す
る

た
め
、
２
０
２
０
年
以
降
、
世
界
各
国
で
大
規
模
な

財
政
拡
大
と
金
融
緩
和
が
実
施
さ
れ
た
。
結
果
と
し

て
、
財
政
・
金
融
政
策
の
事
実
上
の
政
策
協
調
が
実

現
し
、
景
気
後
退
や
大
量
失
業
の
長
期
化
を
回
避
す

る
こ
と
が
で
き
た
。

そ
の
後
、
新
型
コ
ロ
ナ
危
機
か
ら
の
回
復
途
上
で
、

コ
モ
デ
ィ
テ
ィ
価
格
の
高
騰
や
２
０
２
２
年
の
ロ
シ

ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
よ
っ
て
、
世
界
は
予

想
外
の
高
イ
ン
フ
レ
に
見
舞
わ
れ
た
。
欧
米
の
中
央

銀
行
は
前
例
の
な
い
速
さ
で
利
上
げ
を
行
い
、
保
有

資
産
の
縮
小
に
も
踏
み
切
っ
た
。
長
期
金
利
が
上
昇

し
、
政
府
の
利
払
い
費
が
増
加
す
る
一
方
で
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
・
食
料
価
格
の
急
激
な
高
騰
に
対
し
て
財
政

支
援
を
行
う
国
が
多
く
見
ら
れ
た
。
こ
の
結
果
、
イ

ン
フ
レ
抑
制
を
目
指
す
金
融
政
策
と
イ
ン
フ
レ
に
よ

る
負
担
の
緩
和
を
目
的
と
す
る
財
政
支
援
の
間
で
、

不
整
合
が
生
じ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

本
稿
で
は
、
自
国
通
貨
建
て
国
債
の
発
行
が
容
易

で
量
的
緩
和
を
採
用
し
て
き
た
先
進
国
を
中
心
に
、
最

近
の
議
論
や
政
策
協
調
の
あ
り
方
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
危
機
前
後
の

政
策
協
調
の
考
え
方

新
型
コ
ロ
ナ
危
機
の
前
か
ら
、
政
策
協
調
を
サ
ポ

ー
ト
す
る
見
解
が
様
々
な
国
か
ら
示
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
い
た
。
そ
の
背
景
に
、
１
９
８
０
年
代
頃
か

ら
の
趨す

う

勢せ
い

と
し
て
国
債
の
利
回
り（
長
期
金
利
）が
実

質
・
名
目
と
も
に
低
下
し
て
い
た
こ
と
が
指
摘
で
き

る
。
こ
の
た
め
政
府
債
務
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
着

実
に
上
昇
し
て
も
、
利
払
い
費
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率

は
低
下
し
て
い
た（
図
表
１
）。
政
府
は
低
金
利
で
容

易
に
借
り
換
え
が
で
き
た
た
め
、
政
府
債
務
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
の
指
標
で
は
債
務
の
持
続
性
を
測
れ
な
く
な
っ
て

い
っ
た
。
ま
た
、
長
期
金
利
の
低
下
に
は
、
主
に
次

の
四
つ
の
要
因
が
影
響
し
て
い
た
。

第
１
に
、
先
進
国
で
は
、
完
全
雇
用
状
態
で
資
金

需
給
を
一
致
さ
せ
る
実
質
金
利（
自
然
利
子
率
）が
趨
勢

と
し
て
低
下
し
た
こ
と
で
あ
る
。
背
景
に
は
、
高
齢
化

に
よ
る
雇
用
の
長
期
化
が
も
た
ら
し
た
貯
蓄
率
の
上
昇

や
、
生
産
性
伸
び
率
の
低
下
に
よ
る
投
資
率
の
低
迷
な

ど
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
財
政
赤
字
と
公
的
債
務
残
高
の

拡
大
に
基
づ
く
自
然
利
子
率
の
上
昇
要
因
を
相
殺
し

た
た
め
、
自
然
利
子
率
は
緩
や
か
に
低
下
し
て
い
っ
た
。

第
２
に
、
１
９
９
０
年
代
以
降
、
多
く
の
国
の
中
央

銀
行
が
イ
ン
フ
レ
目
標
政
策
を
採
用
す
る
中
で
、
先
進

国
で
は
２
％
が
イ
ン
フ
レ
目
標
の
共
通
の
標
準
と
な
っ

た
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
イ
ン
フ
レ
率
の
低
下
と

安
定
化
に
成
功
し
、
イ
ン
フ
レ
予
想
も
２
％
前
後
で
低

位
安
定
し
た
た
め
、
長
期
金
利
の
低
下
に
つ
な
が
っ
た
。

第
₃
に
、
２
０
０
８
年
の
世
界
経
済
危
機
以
降
、

金
融
規
制
が
強
化
さ
れ
て
国
債
を
安
全
資
産
と
し
て

保
有
す
る
需
要
が
高
ま
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に

よ
り
、
タ
ー
ム
プ
レ
ミ
ア
ム（
期
間
に
伴
う
上
乗
せ
金

利
）が
低
下
し
た
。
先
進
国
の
国
債
市
場
は
流
動
性

が
高
く
、
金
融
規
制
、
銀
行
間
取
引
の
担
保
、
経
済

危
機
時
の
安
全
資
産
と
し
て
安
定
的
な
需
要
が
あ
る
。

第
₄
に
、
日
米
欧
の
中
央
銀
行
に
よ
る
量
的
緩
和

も
国
債
需
要
を
高
め
て
長
期
金
利
を
押
し
下
げ
た
こ

と
で
あ
る
。

こ
う
し
た
情
勢
の
も
と
、
先
進
国
で
は
財
政
・
金

融
政
策
の
協
調
が
徐
々
に
容
認
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ

て
い
た
。
そ
こ
に
は
、
２
０
０
８
年
の
世
界
金
融
危
機

慶
應
義
塾
大
学
総
合
政
策
学
部
教
授

白しらい
井
さ
ゆ
り

財
政
・
金
融
政
策
協
調
を
め
ぐ
る

国
際
的
な
議
論
と
課
題
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と
欧
州
債
務
危
機
の
際
、
財
政
規
律
を
優
先
さ
せ
た

こ
と
で
景
気
回
復
が
遅
れ
た
と
の
欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
）の

反
省
が
あ
る
。
加
え
て
、
日
米
欧
で
は
量
的
緩
和
の

効
果
が
減
衰
し
て
２
％
を
下
回
る
イ
ン
フ
レ
が
続
い
て

い
た
。
そ
こ
で
、
政
策
金
利
が
ゼ
ロ
％
近
傍
に
達
す
る

「
実
効
下
限
制
約
」
下
で
の
財
政
効
果
に
注
目
が
集
ま

っ
た
。
財
政
拡
大
の
ク
ラ
ウ
デ
ィ
ン
グ
ア
ウ
ト
が
限
定

さ
れ
る
た
め
に
財
政
支
出
乗
数
が
高
く
な
る
こ
と
、

量
的
緩
和
に
よ
っ
て
政
府
の
資
金
調
達
費
用
が
抑
え

ら
れ
る
こ
と
な
ど
、
有
力
な
有
識
者
た
ち
か
ら
は
財

政
拡
大
の
余
地
を
広
げ
る
効
果
な
ど
が
提
起
さ
れ
た
。

政
策
協
調
を
め
ぐ
る
議
論
は
、
政
府
と
中
央
銀
行

が
積
極
的
に
政
策
を
す
り
合
わ
せ
る
と
い
う
よ
り
も
、

同
じ
方
向
を
向
い
て
い
る
か
否
か
と
い
う
事
実
上
の
政

策
協
調
に
集
中
し
て
い
る
。
協
調
を
支
持
す
る
見
解

が
高
ま
る
中
で
新
型
コ
ロ
ナ
危
機
が
発
生
す
る
と
、
先

進
国
は
た
め
ら
い
な
く
大
胆
な
事

実
上
の
政
策
協
調
を
実
践
し
た
。

財
政
政
策
は
、
財
政
措
置（
減
税
、
歳
出
拡
大
）と
政

府
系
金
融
機
関
な
ど
を
通
じ
た
直
接
的
な
低
金
利
融

資
、
保
証
、
支
払
い
猶
予
な
ど
多
岐
に
わ
た
っ
た
。
そ

し
て
金
融
政
策
は
、
量
的
緩
和
や
銀
行
支
援
に
よ
り

中
央
銀
行
の
金
融
資
産
を
膨
張
さ
せ
た
。

２
０
２
２
年
以
降
の
イ
ン
フ
レ
と

金
融
引
き
締
め
下
で
の
政
策
協
調
の
難
し
さ

先
進
国
の
財
政
・
金
融
政
策
の
考
え
方
は
、「
財

政
政
策
と
債
務
持
続
性
は
政
府
の
責
任
、
物
価
安
定

の
実
現
は
中
央
銀
行
の
責
務
」
と
い
う
役
割
分
担
を

基
礎
と
す
る
。
中
央
銀
行
に
と
っ
て
、
量
的
緩
和
下

で
の
国
債
買
い
入
れ
は
物
価
安
定
の
た
め
の
金
融
政

策
の
手
段
で
あ
り
、
低
金
利
で
政
府
の
財
政
支
出
の

拡
大
余
地
を
広
げ
る
と
い
う
の
は
あ
く
ま
で
副
次
効

果
だ
と
い
う
見
解
だ
。

世
界
で
は
２
０
２

１
年
頃
か
ら
イ
ン
フ

レ
構
造
が
変
化
し
、

長
期
金
利
も
上
が
り

や
す
く
な
っ
て
い
る
。

１
９
８
０
年
代
か
ら

の
ト
レ
ン
ド
が
変
化

し
た
可
能
性
が
あ
る
。

理
由
は
二
つ
あ
る
。

一
つ
は
、
地
政
学
リ

ス
ク
に
よ
る
生
産
分

散
化
や
Ｇ
Ｘ
投
資
拡

大
に
加
え
、
日
本
で

は
シ
ニ
ア
層
が
労
働

市
場
か
ら
退
出
す
る

こ
と
に
よ
る
貯
蓄
取

り
崩
し
と
高
齢
化
に
伴
う
歳
出
拡
大
に
よ
り
、
自
然

利
子
率
が
上
昇
し
て
い
く
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
だ
。

も
う
一
つ
は
、
生
産
分
散
化
、
気
候
変
動
、
カ
ー
ボ

ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
、
高
齢
化
に
よ
る
人
手
不
足
な
ど

に
よ
っ
て
、
世
界
が
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ
型
の
イ
ン
フ

レ
に
な
り
や
す
い
構
造
に
変
化
し
つ
つ
あ
る
か
ら
だ
。

長
期
金
利
が
上
昇
し
や
す
い
状
況
下
で
は
、
大
き

く
上
昇
さ
せ
な
い
た
め
に
も
国
債
へ
の
信
頼
性
と
中

央
銀
行
の
物
価
安
定
重
視
の
姿
勢
が
維
持
さ
れ
る
こ

と
が
重
要
だ（
図
表
２
）。
国
債
の
安
全
神
話
が
崩
れ

れ
ば
、
国
債
需
要
が
低
下
し
長
期
金
利
は
大
き
く
上

昇
す
る
。
財
政
再
建
を
重
視
す
る
姿
勢
が
国
債
市
場

の
安
定
を
維
持
す
る
た
め
に
期
待
さ
れ
る
。

高
齢
化
が
進
む
先
進
国
で
は
、
今
後
経
済
成
長
・

消
費
の
拡
大
は
起
き
に
く
く
な
り
、
デ
マ
ン
ド
プ
ル
よ

り
も
、
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ
型
の
イ
ン
フ
レ
に
な
り
や
す

い
局
面
が
続
く
と
み
ら
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
実
質
消

費
を
下
押
し
す
る
圧
力
に
目
配
り
し
つ
つ
、
イ
ン
フ
レ

が
二
次
的
影
響
と
し
て
経
済
全
体
に
波
及
し
て
い
か

な
い
よ
う
に
時
宜
に
応
じ
て
利
上
げ
が
必
要
に
な
る
。

こ
れ
が
需
要
調
整
の
た
め
の
金
融
政
策
よ
り
も
難
易

度
が
高
い
こ
と
は
、
直
近
の
金
融
政
策
運
営
を
見
れ

ば
明
白
で
あ
る
。
イ
ン
フ
レ
を
放
置
す
れ
ば
、
債
券
投

資
家
は
イ
ン
フ
レ
リ
ス
ク
を
懸
念
し
て
高
い
金
利
を
要

求
す
る
た
め
、
債
務
危
機
に
つ
な
が
る
恐
れ
が
高
ま
る
。

低
金
利
・
低
イ
ン
フ
レ
の
も
と
で
需
要
拡
大
を
目

指
す
時
代
が
長
く
続
い
た
が
、
そ
う
し
た
金
融
・
財

政
政
策
運
営
か
ら
の
脱
却
が
必
要
に
な
り
つ
つ
あ
る

よ
う
だ
。
複
雑
な
要
因
で
イ
ン
フ
レ
に
な
り
や
す
い

新
時
代
に
お
い
て
は
、
柔
軟
で
機
敏
に
対
応
で
き
る

金
融
政
策
運
営
と
金
利
の
変
動
を
意
識
し
た
財
政
政

策
運
営
が
必
要
と
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
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図表１ 先進国の公的債務と利払い費の
対GDP比

図表２ 日本の10年国債利回り、国債発行残高、
日本銀行の国債保有比率の推移
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